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   In this study, we investigate the warning times provided by the Earthquake Early Warning (EEW) system for Nankai 
Trough earthquakes. Focus is placed on the effect of the diversity in combinations of characterized earthquake fault 
models (CEFMs) and hypocenter settings. First, we develop a method to predict and evaluate the warning times for 
Nankai Trough earthquakes based on seismic observation networks. Based on this, we overlay the distributions of the 
warning times and population exposure to shaking intensity for the entire set of CEFMs, obtaining joint probability 
distributions of them. Finally, we examine the effect of the N-net, a newly deployed seismic observation network over 
the southwest region of Nankai Trough, in the light of extension of warning times. 
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１．はじめに 
 
気象庁は，2007年 10月に緊急地震速報の提供を開始し

た 1)．緊急地震速報は主要動到達までに間に合わない場

合や，わずかな猶予時間しか確保されない場合があるこ

とから，緊急地震速報の特性や限界や利用上の注意点 2)

を理解し，地震発生時に利用者が正しい対応行動をとる

ことや，建物の耐震化や室内安全確保など，日頃から事

前対策を行っておくことが重要である 2)． 
一方，緊急地震速報の有効性に関する検証を多面的に

行っておくことも重要である．一例として吉成ら 3)は，

1923～2007年に発生したM4.0以上の地震を対象として，

全国各都市における猶予時間を統計的に分析し，地域特

性を考慮した緊急地震速報の活用戦略を提案した．その

後，Hi-net の活用など地震観測網の拡充が進められ，強

震動を伴う地震も多数発生し，緊急地震速報の実績が蓄

積されている．気象庁は緊急地震速報の発表状況につい

て継続的に資料を公開し 4)，的中率・空振り・見逃しな

どに関する検証結果も報告している 5)．また筆者らは，

警報発表履歴 4)と走時表 6)をもとに，既往地震における猶

予時間分布を算出し，観測震度に基づく補間推定震度分

布および人口分布との重ね合わせによって，震度曝露人

口 7)（所定の震度レベルに曝される人口）と確保される

猶予時間との関係について定量的に評価し，地震間比較

を行った 8)． 
海外でも EEWS (Early Earthquake Warning System) の実

装・試験運用あるいは導入検討が進められている．実地

震を対象として検証された例は少ないが，ネパールで発

生した地震に対する北インドの EEWS の検証事例 9)が挙

げられる．また，ハイチにおける既往地震を対象として，

仮想的な地震観測網のもとでの猶予時間と震度(MMI)と
の関係を調べた例 10)もある．想定地震を対象とした検証

事例としては，北カリフォルニアの地震活動モデルに基

づいて，ElarmS (Earthquake Alarms Systems) によりもたら

される猶予時間と震度 (MMI)の同時確率分布を評価した

事例 11)のほか，イスラエル 12)やヨーロッパ 13)における

EEWS の有効性の検証事例が挙げられる． 
一方，日本において，南海トラフ地震を想定とした検

証例として，気象庁は，緊急地震速報のシミュレーショ

ン 14)を公開している 15)．震源（破壊開始点）を潮岬沖に

設定し，震度予測手法としてハイブリッド法を適用して，

緊急地震速報（警報）の発表基準に従った場合に，発表

地域が時間経過とともに広がる様子と P 波・S 波の到達

状況を 1 秒ごとに表示するものであり，リアルタイム震
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度との比較を通じて緊急地震速報による猶予時間の有効

性が示されている． 
ここで，南海トラフに発生する地震は，発生パターン

が様々であり多様性が非常に高い．このため，確率論的

津波ハザード評価を目的として，不均質すべり（大すべ

り域と背景領域）を考慮した 2720の津波波源モデル 16)が

構築されている．焦ら 17)は津波波源モデルに対して条件

付発生確率を付与し，等価震源距離による地震動予測式

に基づいて確率論的地震ハザード評価を行う手法を提案

している 18)．緊急地震速報の猶予時間分布は，震源域や

震源などの条件の違いによって大きく異なると考えられ，

効果検証においても，こうした多様性が及ぼす影響を考

慮しておくことが重要と考えられる．  
前報 8)では実地震における発表実績に基づいて，観測

震度を補間した震度分布と猶予時間を用いた評価を行っ

た．一方，本研究では南海トラフ地震を想定地震とした

評価を行うため，震源域や破壊開始点などの多様性を考

慮したうえで，震度分布と猶予時間を推定する必要があ

る．このうち震度分布の推定に関しては，震源域の広が

りとすべり量分布の多様性を表現した 2720 の波源断層モ

デルと，不均質すべりの影響による多様性を反映できる

等価震源距離による地震動予測式を組み合わせた評価方

法 17), 18)を適用する．また，猶予時間の推定に関しては，

気象庁による評価方法 19)を適用する（後出の 3.を参照）．

なお，前報 8)と同様に，マグニチュードの推定値やそれ

に基づく推定震度分布および警報発表の対象範囲につい

ては扱わず，全域に警報が発表されたと仮定して検討を

行う．また，地震動の経時特性を考えると，震度に相当

する強い揺れは S 波到達より後に到達するが，本研究で

は，安全側の評価を行う観点から，その時間差について

は考慮せずに猶予時間を評価することとする． 
以下，2.では，緊急地震速報に用いられる地震観測網

の概要について説明し，本研究での扱いについて述べる． 
3.では，気象庁による緊急地震速報のデータ処理の流れ

とそれに関する本研究の扱い，および，猶予時間の評価

方法について述べる．4.では，過去の南海トラフ地震の

発生履歴を参考に代表的な震源域を 3 ケース取り上げ，

それらの波源断層モデルに破壊開始点を設定して猶予時

間分布を算出するとともに，推定震度分布および人口分

布と重ね合わせて震度曝露人口と猶予時間の定量的評価

を行う．5.では，2 地点を対象として，2720 の波源断層

モデルを全て考慮し，震度ごとの猶予時間の確率分布を

算出する．6.では，新たな観測網N-netの導入効果を視野

に入れた分析を行う．7.では，本研究のまとめと今後の

課題を述べる． 
 
 
２．緊急地震速報のための地震観測網の概要 
 

緊急地震速報に利用されている地震観測点を図 1，図 2
に示す．気象庁の全国約 670 箇所の地震計 20)に加え，防

災科学技術研究所の「高感度地震観測網 (Hi-net)」21)と

「基盤強震観測網 (KiK-net)」22)の一部を合わせて約 1,000
箇所の地震計が利用されている．加えて，海底地震観測

網として，「地震・津波観測監視システム (DONET)」23)

および「日本海溝海底地震津波観測網 (S-net)」23)が活用

 

 
図 1 緊急地震速報に用いられる地震観測網（導入予定の N-net を含む）および表 1の 9地震の震源 
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されている．DONETは，南海トラフ付近を対象として海

洋研究開発機構が開発・設置した観測網（現在では防災

科学研究所に移管）であり，DONET1と DONET2の計 51
観測点から構成されている．S-net は，日本海溝付近を対

象として防災科学研究所が管理・運用する観測網であり，

計 150 観測点から構成されている．2015 年 3 月 31 日から

は DONET1 の一部の活用が開始され，2019 年 6 月 27 日

からは DONET 全体と S-net の一部（海溝軸より陸側の

125 観測点），2020 年 3 月 24 日からは S-net 全体（海溝

軸外側を含む 150 観測点）の活用が開始され，それぞれ

の海域で発生する地震に関する緊急地震速報の発表の迅

速化が図られている 24)． 
さらに防災科学技術研究所は，南海トラフ地震の震源

域における観測空白域（高知県沖から日向灘）を解消す

るため，36 観測点からなる「南海トラフ海底地震津波観

測網 (N-net)」を整備している 25), 26)．このうち沖合システ

ム（18 観測点）については整備を完了し，2024 年 11 月

21 日に運用が開始され 27)，沿岸システム（18 観測点）に

ついても 2024 年度末に整備完了予定とされている 25)． 
 以下では，主として図 2 に示す現行の地震観測網を用

いた検討を行うが，6.においては近い将来の観測体制と

して N-net 導入を踏まえた比較検討を行う． 
 
 
３．緊急地震速報の猶予時間の評価方法 
 
(1) 気象庁のデータ処理の流れと本研究での扱い 

気象庁による緊急地震速報のためのデータ処理などの

手続き 19)は大きく分けて，a) 震源決定，b) 地震動予測，

c) 主要動到達時刻予測，d) 発表処理で構成される．以下，

各項目に関する気象庁の扱いと本研究での扱いについて

説明する．なお，緊急地震速報の発表基準に長周期地震

動階級が追加され 1)，下記の b), d)に関しては別の規定 25)

があるが，本研究では対象外とする． 
a) 震源決定（震源設定） 

震源要素（震源とマグニチュード M）を決定するため

には，「単独観測点処理」の集積に応じてパーティクル

フィルタを用いて逐次推定する IPF (Integrated Particle 
Filter)法に加えて，Hi-net を用いた着未着法，EPOS 
(Earthquake Phenomena Observation System)による自動震源

処理が用いられてきたが 25)，2023 年 9 月には，これらを

統合した改良 IPF 法に一本化された 28)． 
本研究では，南海トラフにおける想定地震を対象とす

るため，震源決定ではなく震源設定のプロセスとする．

不均質すべり（大すべり域と背景領域）を考慮した波源

断層モデル 16)に震源（破壊開始点）を設定して震源要素

とする．また，猶予時間を評価するためには，実際の観

測による P 波検測に代えて，模擬的に P 波検測状況を付

与する必要がある．本研究では，気象庁により震源深

さ・震央距離ごとに作成された走時表（陸域用：

JMA2001，南海トラフ用：JMA2020C）6)の P 波走時𝑇௉を
用いて状況付与する．これに関しては(2)で具体的に説明

する． 
b) 地震動予測 

震源要素（震源と M）に基づく方法として，点震源か

らの最短距離（断層長を考慮）とＭを工学的基盤上の地

震動予測式に適用し，表層地盤による地盤増幅度を考慮

して震度を予測する方法と，震源要素によらない方法

（観測されたリアルタイム震度の面的展開による PLUM 
(Propagation Local Undamped Motion) 法や上下動振幅

100gal を閾値としたレベル法）が組み合わせて用いられ

ている 25)． 
本研究では震源と M に基づく方法を採用するが，震源

域の広がりや不均質すべりの影響による多様性を考慮す

るため，波源断層モデル 16)に等価震源距離 29)に基づく地

震動予測式 30)を適用して震度を予測する 18)．地盤増幅度

に関しては，確率論的地震ハザード評価で用いられる手

法 31)を適用する． 
c) 主要動到達時刻予測 

着目地点における主要動到達時刻は，気象庁により震

源深さ・震央距離ごとに作成された陸域用の走時表

(JMA2001)6)を用いて，S 波走時𝑇ௌとして算出されている
19)．本研究でもこの方法を踏襲する． 
d) 発表処理 

推定 M3.5 以上または予測最大震度 3 以上の場合は，高

度利用者向けの予報が発表され，さらに予測最大震度 5
弱以上の場合は，予測震度 4 以上の地域に警報が発表さ

れる 19)．本研究では，予報と警報の双方を扱うことはで

きるが，警報を対象とした例についてのみ報告する．た

だし警報の発表範囲については扱わず，全ての地域に警

報が発表されることを前提として評価を行う． 

 
(2) 警報発表から主要動到達までの猶予時間 𝑻𝑾𝑺 の評

価方法 

 上記の a), c)に基づいて，緊急地震速報（警報）発表

から主要動到達までの猶予時間𝑇ௐௌを評価する．𝑇ௐௌは，

地震発生 (Occurrence)から警報発表 (Warning)までの時間

𝑇ைௐを，S 波走時𝑇ௌから差し引いた時間として次式で算出

される． 

 𝑇ௐௌ ൌ 𝑇ௌ െ 𝑇ைௐ [1] 

ここで，𝑇ைௐを，式[2]に示すように地震発生から地震検

知 (Detection)までの時間𝑇ை஽，地震検知から予報（第 1 報）

発表 (Alarm)までの時間𝑇஽஺，予報発表（第 1 報）から警

報発表までの時間𝑇஺ௐに分解する． 

 𝑇ைௐ ൌ 𝑇ை஽ ൅ 𝑇஽஺ ൅ 𝑇஺ௐ [2] 

以下，式[2]の右辺各項の時間を予測するための方法につ

いて説明する． 
a) 地震発生から地震検知までの時間 𝑻𝑶𝑫 
 地震検知は，震源に最も近い観測点における P 波検測

により行われると考えられる．本研究では基本的に，陸

域用の走時表 (JMA2001)6) と南海トラフ用の走時表

(JMA2020C)6)に基づいて P 波走時𝑇௉を算出して𝑇ை஽とする．

南海トラフ地震の震源域の全域において，概ね 5 km 間隔

図 2 南海トラフ地震の全体の震源域と現行の 

地震観測網（西日本，2024 年 8 月時点） 
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で 5690 の震源を設置して算出した 𝑇ை஽の分布図を図 3 に

示す．𝑇ை஽の範囲は 0～32 s となり，震源が観測点に近い

ほど短く概ね 8 s 以下となる一方，現状では観測網が展開

されていない区域（日向海盆，土佐海盆など）では 8 s 以
上となっており，海溝軸付近ほど長くなることが分かっ

た． 
 ここで，2007 年 10 月から 2024 年 4 月までの間に発表

された 166 件の緊急地震速報（警報）の記録を用いて，

𝑇ை஽に関する分析を行った．𝑇ை஽に関しては，地震タイプ

依存性は小さく，震源と観測網との位置関係でほぼ決定

づけられると考えられることから，全データを一括して

分析した．まず各地震発生当時の地震観測網（2.参照）

において実際の𝑇ை஽内に含まれる観測点数を P波走時より

求めた．異常値を除去した 155 件の結果を図 4 に示す．1
観測点が最多であるが，ばらつきが大きく，数点の観測

点が含まれる場合も多い．従って，実際の𝑇ை஽は図 3 より

長くなる可能性もある．このため，3 箇所，5 箇所および

7 箇所の地震計で P 波検測されるまでの時間を𝑇ை஽とした

場合と図 3 の𝑇ை஽との差分を図 5 に示す．ほぼ変化がない

ところもあるが，観測点が少数のみ存在する領域で差分

が大きく，より長時間を要することが分かる．必要とす

る観測点数が増加するにつれて差分は大きくなり，7 箇

所の場合では最大 12 s程度増加する．本研究では𝑇ை஽とし

て 1 観測点での地震検知を基本とするが，複数観測点を

要する場合を想定するには，図 5 のように算出される差

分値を追加すればよい． 
b) 地震検知から予報発表までの時間 𝑻𝑫𝑨 および予報発

表から警報発表までの時間 𝑻𝑨𝑾 
 上述の発表実績を用いて𝑇஽஺と𝑇஺ௐをプロットした結果

を図 6 に示す．ここで，𝑇஽஺と𝑇஺ௐについては，地震タイ

プや震源深さに依存すると考えられる．本研究では，南

海トラフ地震を対象としているため，震源深さ 40 km 以

浅のプレート境界地震である 9 地震（図 6 の●）のみを

使用する．これらを表 1 および図 1 の▲（S-net・DONET
活用前：▲，活用後：▲）に示す．表 1 中の𝑇ை஽は観測網

に依存し，S-net 導入前の日本海溝沿いの地震については

 
(a) 3 観測点と 1 観測点との差分 (b) 5 観測点と 1 観測点との差分 (c) 7 観測点と 1 観測点との差分 

図 5 現行の地震観測網に基づく𝑇ை஽に及ぼす必要観測点の影響 

表 1 震源深さ 40 km 以浅のプレート境界地震に関するデータ（2007 年 10 月～2024 年 4 月） 

 

地震波検知から
警報発令
までの時間

(s)

予報発令から
警報発令
までの時間

(s)

地震波検知から
第一報(予報)発
令までの時間

(s)

地震発生から
検知までの時間

(s)

地震発生
時刻

地震発生
日付

MW
深さ
(km)

震源地
番
号

9.7 1.97.812.809:20:51.02008/09/117.131十勝沖1

3.6 0.43.215.217:08:04.12010/03/146.740福島県沖2

8.6 3.25.422.114:46:18.12011/03/119.024三陸沖3

10.1 6.93.210.322:15:00.02011/03/126.240福島県沖4

7.3 3.83.511.406:50:50.72011/06/236.936岩手県沖5

8.1 3.84.310.608:48:41.62019/05/106.325日向灘6

8.8 5.03.87.504:47:44.42020/06/256.136千葉県東方沖7

4.5 0.04.57.200:02:32.82022/10/025.929大隅半島東方沖8

6.4 2.73.76.910:25:28.82024/04/085.240大隅半島東方沖9

7.5 3.14.4平均値

 
図 4 発表記録の𝑇ை஽内に含まれる観測点数の頻度分布 

 
図 3  現行の地震観測網の 1観測点による𝑇ை஽の分布 
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長くなっており，前項 a)で規定するためここでは使用し

ない．𝑇஽஺については3.2～7.8 sで平均4.4 s，𝑇஺ௐについて

は0～6.9 sで平均3.1 sとなっている．図 6 に示すように，

𝑇஽஺と𝑇஺ௐには弱い負相関が認められ，𝑇஽஺ ൅ 𝑇஺ௐは 3.6 
～10.1 sで幅がやや狭くなり平均7.5 sである．本研究では

この平均値である𝑇஽஺ ൅ 𝑇஺ௐ ൌ 4.4 ൅ 3.1 ൌ 7.5 s を採用す

ることとした．図 6 の破線はその平均値に相当する． 
以上により，地震発生から緊急地震速報（警報）発表

までに要する時間𝑇ைௐを予測する．南海トラフ地震の震

源域全域に設定した 5690 の想定震源のそれぞれについて

𝑇ைௐሺൌ 𝑇ை஽ ൅ 7.5ሻを算出し，震源深さ dとの関係を示すと

図 7 のようになる．震源深さが深いところは陸域に近い

ため観測点密度が高く，𝑇ைௐは 14 s 程度に収束する傾向

が認められる．震源深さが浅いところはほぼ海域であり，

現状の地震観測網では観測空白域も含まれるため，𝑇ைௐ
の幅は 7～34 s 程度と広くなっている．  
 
 
 

 
(a) ケース 1（3連動地震） (b) ケース 2（南海地震） (c) ケース 3（東南海地震） 

図 8 波源断層モデルにおいて大すべり域の最も浅い点に設定した震源（★）に対する P波走時（同心円）と 

最も近い地震計（▲） 

   
(a)ケース 1 (b)ケース 2 (c)ケース 3 

図 9 猶予時間𝑇ௐௌと人口分布 

   
(a)ケース 1 (b)ケース 2 (c)ケース 3 

図 10 猶予時間𝑇ௐௌと震度分布 

 

 
図 7 現行の地震観測網による𝑇ைௐと震源深さ𝑑との関係 

 
図 6 𝑇஽஺と𝑇஺ௐとの関係および𝑇஽ௐの平均値 
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４．猶予時間の評価事例 
 
 本章では，3.の手法を用いて，現状の地震観測網に基

づいて，南海トラフ地震の想定震源に対する緊急地震速

報の猶予時間を評価する．さらに，猶予時間と人口分布，

震度分布と重ね合わせ，猶予時間と震度曝露人口との関

係について評価を行う．本研究では，過去の南海トラフ

地震の発生履歴を参考に，震源域として 1707 年宝永地震，

1946 年南海地震，1944 年東南海地震に相当する以下の 3
ケースを取り上げる． 

ケース 1：東海・東南海・南海の 3 連動地震（ほぼ

全域：Mw8.7） 
ケース 2：南海地震（西側：Mw8.5） 
ケース 3：東南海地震（東側：Mw8.2） 

各震源域に不均質すべり（大すべり域：橙色，背景領

域：黄色）を設定した波源断層モデルを図 8 に示す．こ

こでは，波源断層モデルの大すべり域の中で最も浅い点

に震源を設定している（後出の 5.(2)を参照）． 
 
(1) 猶予時間の評価 

 図 8に示すように，震源から最も近い地震計の位置とP
波走時𝑇௉（青線）の関係から𝑇ை஽を求める．ケース 1 では，

震源近くの DONET1 観測点により検知され𝑇ை஽ ൌ 2.1 sで
ある．ケース 2 では震源が足摺岬沖にあり，陸域の JMA
観測点により地震検知されるため，𝑇ை஽ ൌ 13.8 sと長い．

ケース 3 では震源は JMA のケーブル式海底地震計と近く，

𝑇ை஽ ൌ 4.4 sとなった．以上より式[2]の𝑇ைௐは以下のよう

に求められた．  
ケース 1：𝑇ைௐ ൌ 2.1 ൅ 7.5 ൌ 9.6 s 
ケース 2：𝑇ைௐ ൌ 13.8 ൅ 7.5 ൌ 21.3 s 
ケース 3：𝑇ைௐ ൌ 4.4 ൅ 7.5 ൌ 11.9 s 

これと S 波走時𝑇ௌを用いて式[1]により算出した𝑇ௐௌを図 9
に示す．5 秒刻みの同心円で示しており，背景地図は

250mメッシュの人口分布データ（2020年国勢調査夜間人

口）である．ケース 1 については，陸域は猶予時間が確

保されている．ケース 2 とケース 3 では，最短猶予時間

は短くなる． 
 

(2) 猶予時間と震度との関係に関する評価 

猶予時間分布と震度分布との関係について，震度曝露

人口の観点から評価を行う．震度分布の算出にあたって

は，地震本部の確率論的津波ハザード評価で用いられる

不均質すべりを考慮した 2720の波源断層モデル 16)を活用

し，震源域の広がりと不均質すべりの多様性を反映する

ため，等価震源距離 29)を用いた地震動予測式 30)により

PGV400を算出する 18)．PGVb400から計測震度への変換につ

いては，確率論的地震ハザード評価で用いられる手法 31)

を適用する．得られた震度分布を図 10 に示す．  
 図 9 の 1 秒刻みの猶予時間および人口分布と，図 10 の

震度分布を重ね合わせて，震度階ごとの曝露人口（縦

(a) ケース 1（3連動地震） (a) ケース 1（3連動地震） 

(b) ケース 2（南海地震） (b) ケース 2（南海地震） 

(c) ケース 3（東南海地震） (c) ケース 3（東南海地震） 

 図 11 猶予時間と震度曝露人口との関係 図 12 猶予時間に関する震度曝露人口の累積分布 
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軸），猶予時間（横軸）の関係をプロットしたものが図

11 である．さらに，震度階ごとの曝露人口の総数を

100%に基準化して，猶予時間に関する震度曝露人口の累

積分布として表示したものが図 12 である．図 11 の震度

階ごとの曝露人口の分布の違いを反映して，図 12 の累積

分布曲線の勾配にも違いが生じている． 

 (a)に示すケース 1 の結果をみると，陸域では最短でも

7 s 程度の猶予時間が確保される．震度 6 弱や 6 強となる

地域では 28 s 以上となるところが多い．また，震源域が

広いため，震度 7 となる地域でも震源から遠ければ猶予

時間が 50 s 以上になるところもある． 
 (b)のケース 2 をみると，震源が観測網から遠いため，

猶予時間が最短 3 s 程度しか確保されないところもある．

ただし高震度となる地域でも，猶予時間が 22 s 以上とな

るところが多く，震度 6 強の曝露人口の約 90%，震度 7
の曝露人口の約 80%に相当する． 
 (c)のケース 3 をみると，震度 7 の地域のうち震源に近

い室戸岬では猶予時間は 0 s となり間に合わないが，13 s
以上確保される地域が多く，震度 7，震度 6強，震度 6弱
の曝露人口のそれぞれ約 80%，約 90%，100%の人口に相

当する． 
 以上の結果が示すように，波源断層モデルと震源の組

み合わせによって，緊急地震速報の猶予時間も異なる．

こうした多様性について網羅的かつ定量的に検討するた

め，次章では，2 つの対象地点に焦点を絞った評価例を

示す． 

 
 
５．震源と波源断層モデルによる猶予時間の多様

性に関する評価 

 
 本章では，南海トラフ地震の波源断層モデルとして設

定された全モデルを用いて，緊急地震速報の猶予時間の

多様性について，確率論的に検討を行う．本研究では多

数の地点を対象として評価を行ったが，ここでは震度お

よび猶予時間の両面において顕著に異なる 2 つの例とし

て，震源域の直上に位置する室戸岬と，震源域の外側に

位置する重要な交通拠点である関西空港の 2 地点（図 13
の●）に関する結果を示す． 

 
(1) 震源の多様性が猶予時間に及ぼす影響 
 南海トラフ地震の震源域に限定すれば，猶予時間は対

象地点と震源の位置関係のみで決まる．全震源域内を網

羅するように設定した 5690 点をそれぞれ震源とする地震

に対する猶予時間を図 13 に示す．猶予時間は対象地点か

ら遠くなるほど長くなるが，観測点の空間分布を反映し

てやや不規則な形状となっている．図 13 (a)の室戸岬は南

海トラフ地震の震源域の直上に位置するため，震源が近

傍の場合は間に合わない場合もあり，𝑇ௐௌ ൌ െ10~110 s
の範囲である．図 13 (b)の関西空港では𝑇ௐௌ ൌ 0~100 sの
範囲となり，震源から距離があるため，ほぼ間に合う結

果となっている．室戸岬は南海トラフの全体の震源域の

やや西寄りにあるため，震源が東端付近の場合に猶予時

間が長くなり，やや東寄りにある関西空港では逆の傾向

を示している． 

 
(2) 波源断層モデルによる猶予時間と震度及びハザード

レベルの関係 

 波源断層モデルの震源域および大すべり域の設定によ

り震度は大きく異なる．また震源に関して 5.(1)では網

羅的に検討したが，1944年東南海地震および 1946年南海

地震の解析結果に基づいてアスペリティの浅い側に震源

が設定された事例が見られる 32), 33)．一方，「海溝型地震

の強震動予測のレシピ」34)においては，「破壊の進む方

向に地域性があり，三陸沖では浅い方から深い方へ，逆

に南海トラフでは深い方から浅い方へ破壊が進む傾向が

ある」とされている．こうした多様性を考慮して，猶予

時間と震度との関係について確率論的な評価を行う． 

 まず，2720 の波源断層モデルのそれぞれの大すべり域

の中の「最も浅い点」（図 13 の○）に震源を設定し，各

対象地点での猶予時間と震度を算出した．沈み込む海洋

プレートにおいて，プレート境界の大すべり域における

「浅い／深い」位置は，陸域の大部分から見ると「遠距

離／近距離」にそれぞれ対応する．従って「最も浅い点」

に震源を設定すると，猶予時間は相対的に長くなる傾向

を示すと考えられる．次に，波源断層モデルに重み（南

海トラフ地震の発生を条件とした場合の各波源断層モデ

ルの相対的地震発生確率）18)を付与した．これは長期間

（例えば 30 年）での南海トラフ地震の発生確率を 1 とし

て，その期間での地震発生パターン（先発地震，後発地

震，さらにはそれに続く後続地震）における先発地震と

しての条件付確率であることに注意されたい．高い確率

が与えられているのは，昭和東南海・南海地震，安政東

海・南海地震，宝永地震など，過去の発生履歴が確認さ

れているものである． 

以上より，1 秒刻みの猶予時間と震度階との同時確率

としてプロットしたものが図 14 (a), (b)である．さらに猶

予時間の短い順に震度階ごとの同時確率を累積し，累積

確率分布（非超過確率）を震度階で分解表示したものを

図 14(c), (d)に示す．図右端の確率構成は，各地点のハザ

ードレベル（震度階の条件付発生確率）に相当している． 
図 14(a), (c)の室戸岬では，最大震度 7 で，震度 7 の確

率が最も高く，次いで震度 4，震度 6 強の順となってお

り，震度レベルが大きく二分されている．猶予時間は高

震度ほど短く，震度 7 と 6 強では間に合わない場合もあ

るが，震源が遠方で大すべり域が近傍にある場合は 100 s
程度確保される場合もある．猶予時間の幅は非常に広く，

10 s, 25 s, 70 s 程度にピークが見られる．これに対し，図

14(b), (d)の関西空港の結果を見ると，最大震度は6弱で，

震度 5 強の確率が最も高い．猶予時間は 25 s 以上となっ

ており，30 s と 45 s 程度にピークが見られる． 
比較のため，2720 の波源断層モデルのそれぞれの大す

べり域の中の「最も深い点」（図 13 の△）に震源を設定

して，それ以外については同じ条件で検討を行った結果

を図 15 に示す．「最も深い点」に設定した震源は，浅い

点よりも陸域から近距離となるため，猶予時間は全般的

に短くなる傾向が見られる．また，室戸岬で猶予時間が

5～10 s に集中する様子が見て取れる．震度分布には変化

がないため，図 13 においてどの位置に震源が設定された

かによる違いが現れたものである． 

 
 

６．N-net 導入後による緊急地震速報発表時間の短

縮効果を考慮した評価 

 
 前章 5.までは，現行の観測体制を前提とした評価を行

った．本章では，近い将来の観測体制として，2.で述べ

た N-net（沖合システム 18 観測点および沿岸システム 18 
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 (a) 室戸岬（●印）における𝑇ௐௌの分布 (b) 関西空港（●印）における𝑇ௐௌの分布 

図 13 南海トラフ地震の震源域全域に震源を設定した場合の𝑇ௐௌの空間分布（-10～110 s を 12 階調で表示）と 

大すべり域の最も浅い点に設定した震源（○印）と最も深い点に設定した震源（△印）（図 14，15 で使用） 
 

 
 (a) 猶予時間と震度階の同時確率（室戸岬） (b) 猶予時間と震度階の同時確率（関西空港） 

  
 (c)累積確率分布（非超過確率）（室戸岬） (d)累積確率分布（非超過確率）（関西空港） 

図 14 震度階と𝑇ௐの同時確率および非超過確率分布（震源：大すべり域の最も浅い点） 

 

 
 (a) 猶予時間と震度階の同時確率（室戸岬） (b) 猶予時間と震度階の同時確率（関西空港） 

  
 (c)累積確率分布（非超過確率）（室戸岬） (d)累積確率分布（非超過確率）（関西空港） 

図 15 震度階と𝑇ௐの同時確率および非超過確率分布（震源：大すべり域の最も深い点） 
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観測点）25), 26)の導入後の緊急地震速報（警報）の猶予時

間について，現行の観測体制との比較を行い，本研究に

おける評価結果に及ぼす影響について検討する．  
 南海トラフ地震の震源域に設定した 5690 点を震源とす

る地震について，N-net 導入後の 1 箇所の地震計による

𝑇ை஽を図 16(a)に示し，現行の観測体制を前提とした図 3
との差分を図 16(b)に示す．N-net が展開される日向海盆

と土佐海盆の領域で地震検知の短縮効果が認められる．

その最大値は 21 s であり，文献 26)で指摘されている 20 s
とほぼ整合する結果が得られた．同様に，現行の観測体

制において 3 箇所，5 箇所，7 箇所の観測点による場合に，

N-net 導入前後の𝑇ை஽の差分を図 17(a)～(c)にそれぞれ示す．

必要とされる観測点数の増加につれて差分が小さくなる

が，7 箇所の場合でも最大 15 s 程度の短縮効果がある． 
 N-net 導入後の観測体制に基づいて式[1], [2]で算出され

る𝑇ைௐと震源深さとの関係を図 18 に示す．導入前の図 7
と比較すると，日向海盆と土佐海盆に相当する震源深さ

25 km 以浅で𝑇ைௐが短縮されている． 
 このように N-net導入により警報発表までの時間の短縮

効果があるため，それに応じて，本研究で評価した猶予

時間よりも伸長することが期待される． 

 
 
７．おわりに 

 
本研究では，南海トラフ地震を対象として，緊急地震

速報の猶予時間の有効性について，多面的な検討を行っ

た．得られた成果を以下にまとめる． 
1) 代表的な 3 ケースの地震（東海・東南海・南海の 3

連動地震，南海地震，東南海地震）を対象として，

それぞれに震源（破壊開始点）を設定し，緊急地震

速報の猶予時間分布を算出した．地震発生から地震

検知までの時間については，震源直近の観測点にお

ける P 波走時により求めた．複数観測点を要する場

合の差分情報も示した．地震検知から警報発表まで

の時間については，9 個のプレート境界地震の緊急

地震速報の発表実績に基づく平均値 7.5 s を採用した．  
2) 猶予時間分布，人口分布，震度分布を重ね合わせ，

猶予時間と震度曝露人口の関係について評価を行っ

た．大すべり域を考慮した波源断層モデルと震源設

定との組み合わせによって，猶予時間が大きく異な

ることについて，震度曝露人口の観点から定量的に

明らかにした． 
3) 2 地点（室戸岬，関西空港）を対象として，猶予時

間の多様性について，網羅的かつ確率論的に明らか

にした．南海トラフ地震の全震源域に震源を網羅的

に配置し，対象地点における猶予時間を可視化した．

さらに，南海トラフ地震の全 2720 の波源断層モデル

を対象として，猶予時間と震度階の同時確率を評価

するとともに，猶予時間の累積確率分布を震度階ご

とに分解して表示した．震源設定については，大す

べり域の浅い点に設定した場合と深い点に設定した

場合を比較して示し，後者の方が前者よりも陸域か

    
(a) 1 観測点による𝑇ை஽の分布 (b) 現行の観測体制からの短縮効果（図 16(a)と図 3 との差分） 

図 16 N-net 導入後の 1観測点による𝑇ை஽ 

 
(a) 3 観測点 (b) 5 観測点  (c) 7 観測点 

図 17 N-net 導入による𝑇ை஽の短縮効果（図 3との差分） 

 

 
図 18 N-net 導入後の𝑇ைௐと震源深さ𝑑の関係 
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らの距離が全般的に短くなるため，猶予時間も短く

なる傾向を示すことを明らかにした． 
4) 「南海トラフ海底地震津波観測網 (N-net)」の本格的

な導入を視野に入れて，導入前後の比較を行った．

土佐海盆から日向海盆にかけて発生する地震に対す

る緊急地震速報発表までの所要時間については最大

20 s 程度の短縮効果が認められた．本研究で評価し

た猶予時間を更新するための差分情報を表示した． 
本研究では，地震動強度の経時変化については扱わな

かったが，継続時間が長い南海トラフ地震の地震動にお

いては，S 波到達時刻と震度に相当する強い揺れの発現

時刻の時間差も長いと考えられる．猶予時間の検証 35)に

あたっては，強い揺れの下での人間行動 36)や行動難度 37)

を考慮するのが理想的であり，今後の課題としたい． 
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